
 



はじめに 
 

本県では、県民が安心できる食環境を推進する

ため、平成１５年に策定した「長崎県における食

品の安全・安心確保基本指針」（平成１９年１２月

一部改定）に基づき、平成２０年度から平成２２

年度までの３年間を計画期間とする「長崎県にお

ける食品の安全・安心確保基本指針に基づく施策

の実施計画」を策定し、食品の生産から消費に至

るまでの総合的な安全・安心確保のための施策に

取り組んでまいりました。 
しかし、この間、食を取り巻く環境にも変化が

生じ、事故米穀の不正流通、産地偽装表示の問題

など、食の安全・安心を揺るがすような事件が全

国的に相次いで発生したほか、県内においても、

産地偽装事件が発生しております。 
こうした中にあって、国においては、平成２１年５月に「農林物資の規格化及び品

質表示の適正化に関する法律（ＪＡＳ法）」が改正され、食品の産地偽装に対する直

罰規定が盛り込まれました。さらに、同年９月には消費者の目線に立って活動する行

政機関として消費者庁が創設されております。 
本県におきましても、今後の更なる食品の安全・安心確保を図るため、このたび、

基本指針について一部見直しを行うとともに、平成２３年度からの５ヵ年の新たな行

動計画として「長崎県食品の安全・安心アクションプラン」を策定いたしました。 
この基本指針では、現在の食品流通状況に対応するため、施策体系を一部組み直す

とともに、食の安全・安心の確保に係る国や近隣県との連携強化を特に明記いたしま

した。また、これを踏まえ、今回策定したアクションプランにおいても、特に、食品

関連事業者による自主的な衛生管理の一層の推進や、リスクコミュニケーションの充

実へ向けた新たな手法の展開などを新たに盛り込み、食の安全・安心を確保するため

の総合的な施策を推進していくこととしています。 
県民の皆様が安心して健康的な食生活を送ることができるとともに、県産食品の更

なるブランド化の推進のため、食品関連事業者や消費者の皆様との連携強化を図りな

がら、新しい基本指針及びアクションプランに基づく関係施策を計画的・効果的に展

開してまいりたいと存じますので、県民の皆様のご理解とご協力をお願いいたします。 

結びに、本基本指針及びアクションプランの策定等にあたり、熱心にご審議いただ

きました「長崎県食品安全・安心委員会」の委員の皆様をはじめ、ご協力をいただき

ました多くの皆様に心から感謝申し上げます。 

 
  平成２３年 ３月 
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 第１章 策定の基本的な考え方  

第１節  策定の趣旨 

県では、平成１５年２月に策定した「長崎県における食品の安全・安心確

保基本指針」（以下「基本指針」という。）について、平成１９年１２月に見

直しを行い、食品の「安全」と「安心」の２つの視点を新たに規定し、施策

の柱を８本から６本に再編するなど大幅な改定を行いました。さらに、この

改定した基本指針に基づき、平成２０年度から平成２２年度までの３年間を

計画期間と定め、具体的な施策の内容や数値目標などを盛り込んだ「長崎県

における食品の安全・安心確保基本指針に基づく施策の実施計画」（以下「計

画」という。）を策定して、関係者の連携のもと、生産から消費に至る総合的

な安全確保対策を実施してまいりました。 
この間、食を取り巻く環境にも変化が生じ、輸入食品へのメラミン混入や

事故米穀１の不正流通、産地偽装表示の問題など、食の安全・安心を揺るがす

ような事件が全国的に相次いで発生し、県内においても、平成２０年度には

冷凍野菜の産地偽装など数件の産地偽装事件が発生しております。 
こうしたなか、国においては、平成２１年５月に、農林物資の規格化及び

品質表示の適正化に関する法律（ＪＡＳ法２）が改正され、食品の産地偽装に

対する直罰規定が創設されたほか、平成２１年９月には、各省庁にまたがっ

ていた情報を一元的に集約して調査・分析を行い、関係省庁に対して適切な

措置をとるよう勧告するなど、消費者行政の司令塔の役割を担う機関として、

消費者庁３が創設されました。 
県においては、平成２０年４月に食品ウォッチャー４を２００名体制に増員

したほか、平成２０年１０月から食品１１０番５を通話料無料のフリーダイヤ

ルに変更するなど、食品表示適正化に向けた取組を強化してきました。また、

平成２１年４月には、国に先立ち「食品安全・消費生活課」を新たに設置し、

庁内の消費者行政の一元化を図るとともに、ＪＡＳ法等を他部局から移管し

て、食品の生産から消費までの安全・安心対策に総合的に取り組んでいます。 
県では、現行の計画が本年度をもって終了することから、このような社会

情勢の変化も踏まえ、平成２３年度以降の新たな５ヶ年計画を策定すること

にしており、これと併せ基本指針についても、「国等との連携強化」を施策の

方向性に盛り込むなど、必要な改定を行うものです。 
 
1 事故米穀：68 ページ参照 2 ＪＡＳ法：68 ページ参照 
3 消費者庁：68 ページ参照 4 食品ウォッチャー：69 ページ参照 
5 食品１１０番：70 ページ参照 
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第２節 基本指針の役割 

この指針は、県及び食品関連事業者の責務並びに消費者の役割を明らかにす

るとともに、長崎県が実施する食品の安全・安心確保に関する各種施策の方向

性を示し、県民が安心して暮らせる食生活を確保する役割を担うものです。 

 

第３節 責務及び役割 

１ 行政の責務 

県民の健康保護を図るため、食品の安全・安心確保に関する施策を総合的、

計画的に策定し、実施する責務があります。 
 

 

２ 食品関連事業者（生産者、製造・加工業者、流通・販売業者等）の責務 

食品の安全・安心を確保するうえで重要な責任があることを認識し、行政機

関が実施する食品の安全性確保に関する施策に協力するとともに、消費者に安

全な食品を提供し、必要な情報を正確かつ迅速に提供する責務があります。 

 

 

３ 消費者の役割 

消費者自らが食品の安全・安心に関する情報を収集し、正しい知識をもっ

て合理的に判断するとともに、食品の安全性確保に関する施策について意見

を表明し、安心した食生活ができるよう主体的に行動する役割があります。 
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 第２章 指針の体系  

 

この基本指針では、食品の「安全」に主眼をおいた「生産から消費までの

食品の安全性の確保」対策として、 
 

● 生産段階における安全・安心確保 
 

● 製造・加工・調理・流通・販売・消費段階における安全・安心確保 
 

● 食品の安全性確保体制の充実 
 
 食品の「安心」に主眼をおいた「食に関する理解促進と安心の提供」対策

として、 
 

● 県産食品の推奨 
 

● 関係者間の連携・協働の推進 
 

● 消費者に対する安全・安心への理解促進 
 
の６つの施策の柱をもとに、食品の安全・安心確保を図ることとします。 
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施策の視点     施策の柱          施策の項目(20 項目) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅱ 

食
に
関
す
る
理
解
促
進
と
安
心
の
提
供 

４県産食品の推奨 

５関係者間の連携・協

働の推進 

６消費者に対する安

全・安心への理解促
進 

①地産地消の推進 

②県産食品の推奨 

①技術的支援 

②地域で活動する組織や団体との

連携強化 

③国等との連携 

①正確な情報の公開 

②リスクコミュニケーションの

充実 

③食の安全・安心につながる食育

の推進 

Ⅰ 

生
産
か
ら
消
費
ま
で
の
食
品
の
安
全
性
の
確
保 

１生産段階における
安全・安心確保 

２製造・加工・調理・
流通・販売・消費

段階における安
全・安心確保 

３食品の安全性確保

体制の充実 

①農林産物の安全・安心確保 

②畜産物の安全・安心確保 

③水産物の安全・安心確保 

①監視指導体制の強化 

（製造・加工・調理・流通・販売段階） 
②食肉検査体制の強化（製造・加工段階） 

③輸入食品の安全対策の強化（流通・販
売段階） 

④食品表示に係る指導及び監視体制の
強化（流通・販売段階） 

⑤消費者による食品表示適正化等の推
進（消費段階） 

⑥食品衛生に関する正しい知識の啓発
（消費段階） 

①食品の安全管理に関する調査・研究の

推進 

②試験検査体制の充実 

③危機管理体制の整備・強化 
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 第３章 施策の方向性  

Ⅰ 生産から消費までの食品の安全性の確保 

第１節 生産段階における安全・安心確保 

① 農林産物の安全・安心確保 

消費者に安全・安心な農林産物を提供するために、生産者に対して、農薬の

適正使用・管理に関する情報提供や啓発・指導の徹底を行うとともに、人と環

境にやさしい農業を実践できる農業者の育成及び取組の推進を図ります。 
 

② 畜産物の安全・安心確保 

消費者に安全・安心な畜産物を提供するために、生産者及び関係者に対して、

動物用医薬品６、飼料添加物７の適正使用等の啓発・指導の徹底を図るとともに、

家畜衛生対策の強化や牛のトレーサビリティ８の適正運用を推進します。 
 

③ 水産物の安全・安心確保 

消費者に安全・安心な水産物を提供するために、養殖業者に対して、水産

用医薬品の適正使用や養殖魚の適正管理に関する指導、並びに医薬品等の残

留検査を実施するとともに、生産履歴を提供できる養殖業者を認定する「長

崎県適正養殖業者認定制度９」等を推進していきます。 
 
 
 
 
 
 

 
6 動物用医薬品：72 ページ参照 
7 飼料添加物：70 ページ参照 
8 トレーサビリティ：73 ページ参照 
9 長崎県適正養殖業者認定制度：74 ページ参照 
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第２節 製造・加工・調理・流通・販売・消費段階における安全・安心確保 

①監視指導体制の強化（製造・加工・調理・流通・販売段階） 

食品衛生法 10に基づき、長崎県食品衛生監視指導計画 11を毎年策定し、食

品製造・加工施設や調理施設の効率的かつ効果的な監視及び計画的な食品検

査を行います。また、食品事業者に対して、講習会等を通じて食品衛生知識

の普及及び自主衛生管理の徹底を推進し、食品事故防止に努めます。 

②食肉検査体制の強化（製造・加工段階） 

食肉等を原因とする健康被害を防止するため、検査体制を充実させ、食用

の適否についての衛生検査及び施設の衛生保持と、関係者の技術向上に努め

ます。また、食肉衛生検査で得られた疾病データを関係部局と連携し、生産

者へ還元することにより、病気の予防・排除を目指します。 

③輸入食品の安全対策の強化（流通・販売段階） 

食の多様化に伴い、輸入食品に接する機会が増えています。一方で、消費

者の輸入食品の安全性に対する関心も高くなっています。国や近隣県との連

携を図りながら、輸入食品に対する計画的な監視や、効率的な検査を行い、

県民の安全な食生活確保を図ります。 

④食品表示に係る指導及び監視体制の強化（流通・販売段階） 

県内で販売されている食品の表示について、関係法律を所管している各部局

と連携をとりながら、表示の適正化を図ります。また、食品表示に関する啓発

活動を行うとともに、販売業者等に対して効率的な監視・指導を行います。 

⑤消費者による食品表示適正化等の推進（消費段階） 

食品表示制度の適正化に対して消費者が参画することで、食品関連事業者

の食品表示等への意識付けを高めることが期待されます。 

消費者の食品表示制度に対する理解促進に努めるとともに、適正化推進に

向けて活動できる人材を育成します。 

⑥食品衛生に関する正しい知識の啓発（消費段階） 

消費者に対する講習会や広報活動を通じて、食品衛生に関する正しい知識

の啓発・情報提供を行い、家庭での食中毒対策、感染症対策に努めます。 
 
10 食品衛生法：68 ページ参照 
11 食品衛生監視指導計画：69 ページ参照 
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第３節 食品の安全性確保体制の充実 

①食品の安全管理に関する調査・研究の推進 

食品衛生に関する調査・研究や、人と環境にやさしい農林水産物を提供す

るための研究開発及び技術確立を行うことで、県民の安全・安心な食環境の

確保を目指すとともに、環境保全型農林水産業の構築を目指します。 
 

②試験検査体制の充実 

食品衛生法に基づく検査等に関する業務管理（ＧＬＰ12）を徹底し、外部

精度管理 13や、内部点検業務を強化します。 
また、検査機器の整備や、研修会等による職員の専門的知識及び技術の向

上に努めます。 
 

③危機管理体制の整備・強化 

食品に関する様々な危機事象に対して、対応マニュアルの整備及び危機管

理体制の構築を図るとともに、関係機関が連携して適切かつ迅速に対応でき

るよう、関係者の意識の高揚に努めます。また、食品事故発生時の風評被害

の発生防止に努めます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

12 GLP：69 ページ参照 
13 外部精度管理：64 ページ参照 
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Ⅱ 食に関する理解促進と安心の提供 

第４節 県産食品の推奨 

①地産地消 14の推進 

本県の豊富で優れた農林水産物の消費拡大及び日本型食生活の普及活動な

どを通じて、県内産農林水産物の地産地消を推進します。また、学校給食な

どにおいて地場産物の供給体制を確立し、県内産利用の定着に努めます。 

②県産食品の推奨 

長崎県の優れた農林水産物の中から、全国に通じる重点 PR 商品を選定し、

ブランド化を推進します。また、本県産品のより一層のブランド化の推進を

行うとともに、「食材の宝庫ながさき」をアピールできるよう認知度を向上さ

せ、全国に通じるブランド育成を行います。 

第５節 関係者間の連携・協働の推進 

①技術的支援 

衛生管理や安全性を考慮した生産方法など、生産者、食品製造業者及び食

品営業者に対して技術的な指導や助言を行うことで、食品の安全・安心確保

に関する技術向上を図ります。 

②地域で活動する組織や団体との連携強化 

食品の安全性に関する普及啓発活動や、地産地消、健康づくりなどの食育

に関する活動等に、地域で活動する組織や団体とさらに連携を強化して取り

組むとともに、研修会等を通じて、各組織・団体の育成に努めます。 

③国等との連携 

国や他自治体との連携を強化し、複数の法令で規制される食品表示や広域

化する食品事案に迅速かつ的確に対応します。 
 

14 地産地消：72 ページ参照  
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第６節 消費者に対する安全・安心への理解促進 

①正確な情報の公開 

県のホームページや広報誌等を通じて、県民に食品の安全・安心に関する

的確な情報を、迅速にわかりやすく伝達するよう努めます。また、生産者、

行政等の動向や、県内農林水産物の安全・安心に関する情報を提供すること

で、消費者の理解促進に努めます。 

②リスクコミュニケーション 15の充実 

より多くの消費者、食品関連事業者及び行政等の関係者が、食品の安全・

安心に関する情報を共有し、意見を交換することで、相互理解が深められる

よう、リスクコミュニケーションの充実を図ります。また、得られた意見や

提言については、食品の安全・安心確保施策に活かすことができるよう努め

ます。 

③食の安全・安心につながる食育の推進 

長崎県の農林水産業に対する理解を深めるため、生産者や消費者の交流を

促進するとともに、すべての世代の県民が、食を選択する力を養い、家庭、

学校、地域において適正な食生活を実践できるよう、食品の安全・安心に関

する正しい知識の普及を図ります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

15 リスクコミュニケーション：77 ページ参照  
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 第４章 食品の安全・安心確保の進め方  

 

県民の食品の安全・安心確保のため、行政機関、食品関連事業者の責務及

び消費者の役割をふまえて関係者がお互いに連携し、総合的に各施策を推進

していくことが重要です。 
県は、食品の安全・安心確保基本指針に掲げた方針に則り、計画的に施策

を実施し、その進捗状況や効果を評価・検証、見直しを行い、食品の安全・

安心確保に努めます。 
さらに、緊急食品事故等の危機管理対策に対して関係部局が連携し、総合

的な対応を行うとともに、県民に対して、食品の安全性を周知し、安心感を

与えるために、食品の安全・安心に対しての正確で迅速かつ適切な情報提供

を行います。 
 

第１節 県民の意見の反映 

食品の安全・安心確保を実効性のあるものにするためには、県民が行政に

対して何を求めているのかを把握し、施策に反映させることが重要です。 
県では、食品の安全・安心確保施策の円滑な推進を図るため、消費者団体、

農業団体、漁業団体、食品営業者団体、食品製造・加工関係者、食品流通関

係者、学識経験者及び一般公募者で構成する「長崎県食品安全・安心委員会」

を設置し、幅広く県民の意見を施策に反映させるよう努めます。 
 

第２節  各種計画の策定 

食品の安全・安心の確保は総合的、統一的及び効果的に行っていくことが

重要です。 
県では、本指針に基づき、適切に食品の安全・安心を確保するための具体

的な計画を策定します。 
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第３節 各施策の推進体制の強化 

本指針に基づく食品の安全・安心確保施策を効果的かつ計画的に推進する

ためには、関係者等の緊密な連携及び調整が重要です。 
県では、副知事並びに関係部長及び教育長で構成する「長崎県食品安全・

安心推進会議」のもと、食品の安全・安心確保施策の進捗状況や効果を評価、

検証し、一層の推進を図ります。 
さらに、緊急食品事故等の危機管理対策として、必要に応じて専門部会を

設置し、関係部局の連携のもと適切な対応を行います。 
 

第４節 指針の見直し 

食品の安全・安心確保に係る法律等の改正及び食品の安全・安心確保に影響

を及ぼす大きな変化が発生した場合などには、必要に応じ見直しを行います。 
指針の見直しにあたっては、長崎県食品安全・安心委員会の意見やパブリ

ックコメントの実施による「県民の声」を反映し策定します。 
 

第５節 情報の提供 

県民に対して、食品の安全性を周知し、安心感を与えるためには、食品の

安全・安心に関する正確な情報を、適切かつ迅速に提供することが重要です。 
このため、県のホームページや広報誌等により、食品の安全・安心に関す

る情報を広く県民に周知します。 
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【長崎県における食品の安全・安心確保の進め方】 
 

食品の安全・安心確保

食品の生産から消費までの総合的な安全・安心確保に関する施策を全庁的に推進

食品の安全・安心確保基本指針に基づく実施計画の策定と実施

◎副知事が会長
◎関係部長及び教育長から構成

【検討事項】
食品の安全・安心確保にかかる
①基本指針の施策の推進に関すること
②施策の進行管理に関すること
③危機管理に関すること
④関係部局の相互協力に関すること
⑤情報収集・提供のあり方に関するこ
と

◎消費者団体、農業団体、漁業団体、
食品営業者団体、食品製造・加工関係
者、食品流通関係者、学識関係者、一
般公募者から構成

【検討事項】
①食品の生産から消費に至る過程の安
全・安心確保に関すること
②食品の安全・安心確保に係る消費
者、生産者、食品営業者等相互の理解
と協力に関すること
③その他食品の安全・安心確保対策を
進めるうえで必要となる事項に関する
こと

◎各関係所属長から構成

【検討事項】
①推進会議に付議すべき議案の調整
②会長から命じられた案件の処理

◎各関係所属員から構成

【検討事項】
◎緊急食品事故等の危機管理対策の特
定事案の調査・検討

検討指示

検討指示調査・検討
報告

報告
議案の調整
案件の処理

意見等聴取

意見・要望
助言

専　門　部　会

長崎県食品安全・安心推進会議幹事会

長崎県食品安全・安心推進会議長崎県食品安全・安心委員会



 

 

長崎県食品の安全・安心アクションプラン 
（平成 23 年度～平成 27 年度） 

 

 

 

 

 
 

デザイン 長崎日本大学高等学校 デザイン美術科 
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 第１章 策定の基本的な考え方  

第１節 策定の趣旨  

現行計画が平成２２年３月で終期を迎えることから、今回、一部見直しを行った「長

崎県における食品の安全・安心確保基本指針」（以下「基本指針」という。）に基づく施

策の実施計画として、『長崎県食品の安全・安心アクションプラン（現行の「長崎県にお

ける食品の安全・安心確保基本指針に基づく施策の実施計画」を改称。以下「アクショ

ンプラン」という。）』を新たに策定するものです。 

アクションプランでは、基本指針に沿った取組を総合的・計画的に推進していくため

の具体的な施策を記載しています。 

 

第２節 計画の位置づけ  

アクションプランは、食の安全・安心に関する施策を総合的かつ計画的に推進するた

め、基本指針に基づく具体的な取組や達成目標を定めた行動計画とします。 

アクションプランは、県政運営の基本方針である「長崎県総合計画」やその他の関係

計画等と調和を図りながら実施するものとします。 

 

第３節 計画の期間  

アクションプランの期間は、平成２３年度から２７年度までとします。 
ただし、社会経済環境の変化に対応するため、必要に応じて見直すこととします。 
 

第４節 計画の構成  

アクションプランは、基本指針に掲げる６つの施策の柱をもとに、現状・課題と期間

中に実施する具体的な施策内容及び数値目標を記載しています。 
 

第５節 進行管理  

アクションプランは、「長崎県食品安全・安心推進会議」が進行管理を行うとともに、

必要に応じて改定します。さらに、「長崎県食品安全・安心委員会」へ年度ごとの結果に

ついて報告し、意見を求めるものとします。 
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 第２章 食を取り巻く現状と課題  

第１節 食を取り巻く現状  

①食品の安全・安心を揺るがす事件の続発 

産地の偽装表示や期限表示の改ざんなど、不適正な食品表示に関する事件や、輸入食

品へのメラミン混入、事故米穀の不正転売など、一部の食品関連事業者による、食品の

安全・安心を揺るがす事件・事故が相次いで発生しています。 
 特に、平成２０年度は、県内においても、外国産の冷凍野菜を国内産として販売するなど

の産地偽装事件が４件発生し、ＪＡＳ法 2に基づく改善指示が行われました。 
 

  
年月 主な食品事件（★は県内の事件） 

H19.6 ・牛肉ミンチの品質表示偽装事件 
H20.1 ・中国冷凍ギョーザ事件 
H20.4 ★冷凍野菜の産地偽装事件（島原市） 
H20.6 ・中国産うなぎ蒲焼きの産地偽装事件 
H20.9 ・事故米穀の不正転売事件 

・有害物質メラミン混入事件 
★海藻サラダの産地偽装事件（佐世保市） 

H20.11 ★冷凍野菜の産地偽装事件（南島原市） 
  

②食品の自主回収件数の推移 

食を巡る様々な事件の発生を受け、消費者の食への関心が高まる中、食品関連事業者

には、消費者の視点に立った取組が求められています。特に、商品に問題が発生した場

合の迅速な対応と積極的な情報公開が消費者の信頼の確保に必要です。 
近年の自主回収の状況をみますと、全国的には、平成１９年度の８３９件、平成２０

年度の７７４件と高くなっています。また、平成２１年度の原因別回収内訳をみますと、

表示不適切による回収が約５割を占めています。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
2 JAS 法：68 ページ参照  

出典：消費者庁ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 第 5回食品表示連絡協議会 
(H22.5.25) 資料 4(農林水産省提出資料) 

【ＪＡＳ法に基づく指示件数】 
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③食に関する相談や苦情件数の推移 

県では、県民からの食品表示や食品衛生に関する疑問・相談・苦情を受け付ける「食

品１１０番 5」をフリーダイヤルで設置しているほか、県内の各保健所には、消費者や食

品事業者から様々な苦情や相談が寄せられています。 
近年の食品１１０番や保健所に寄せられた相談件数の推移をみますと、平成２０年度

の相談件数が一番多く、食品１１０番では１２３件、保健所への相談件数では５，４０

５件となっていますが、食の安全・安心を揺るがすような事件が全国でも多発し、県内

でも産地偽装事件が発生したことで、県民の関心がより一層高くなったことが要因と考

えられます。 
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④食中毒の発生状況 

食中毒の発生件数は、全国及び本県ともに減少傾向にありますが、近年の特徴として、

ノロウイルス 16 やカンピロバクター17 による食中毒の発生、広域流通食品による全国規

模の散発的集団食中毒の発生等があります。また、県内では平成２１年、２２年と発生

がなかったもののフグによる食中毒が毎年のように発生しており、その大半が家庭にお

ける素人調理で発生しています。 
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5 食品１１０番：70 ページ参照 16 ノロウイルス：74 ページ参照 
17 カンピロバクター：64 ページ参照   

【食品１１０番の受付件数、保健所への相談等件数】 

出典：長崎県 

【食中毒発生件数の推移（全国、長崎県）】 

出典：厚生労働省ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 
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⑤消費者行政の見直し 

国においては、消費者行政の一元化を図り、消費者重視の取組を推進するため、平成

２１年９月１日に「消費者庁 3」を新たに設置するとともに「消費者安全法 18」等の関係

法令を施行しました。これにより、食品表示や大規模食中毒、その他食品による健康被

害等の情報が一元化され、違反業者への立入検査や勧告、命令等が的確かつ機動的に実

施されるとともに、地方の消費者行政の充実強化が図られることとなりました。 
また、県においては、国に先立ち平成２１年４月より消費者行政の一元化を図るため、

県民生活部に食品安全・消費生活課を新設するとともに、ＪＡＳ法等に基づく業務を他

部局から移管し、食の安全・安心を含めた消費者行政の充実強化を図っています。 
 
 

⑥低い食料自給率 

日本の食料自給率 19をカロリーベースでみると、昭和４０年代は７３％でしたが、そ

れ以降徐々に低下しており、平成１０年度に４０％となりました。平成１８年度には３

９％になるなど、一時４０％を割り込みましたが、それ以降、横ばいを続けています。 
これは、自給率の高い米の消費が減り、自給率の低い畜産物や油脂の消費が増えるな

ど、日本人の食生活スタイルが、米中心の日本型食生活 20から大きく変化したことが影

響しています。また、国の新たな「食料・農業・農村基本計画 21」では、平成３２年度

までに、カロリーベースを５０％に、生産額ベースで７０％まで引き上げる目標が設定

されていますが、それでも５０％は海外からの輸入食品に依存することになります。 
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3 消費者庁：68 ページ参照 18 消費者安全法：68 ページ参照 
19 食料自給率：70 ページ参照 20 日本型食生活：74 ページ参照 
21 食料・農業・農村基本計画：70 ページ参照  

 

出典：農林水産省ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 

【昭和 40 年以降の食料自給率の推移（全国）】 
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第２節 食の安全・安心に対する県民の意識  

新計画を策定するにあたり、これまでに実施したアンケート調査結果から、食の安全・

安心に対する県民の意識について分析を行いました。 
  
調

査

① 

●平成２０年度食の安全・安心に関するアンケート調査【生活衛生課】 
・調査対象 長崎県内に居住する１８歳以上の男女 
・調査方法 インターネットリサーチ  ・回収サンプル数：５１８サンプル 
・調査期間 平成２０年１１月１２日から１４日（３日間） 

調

査

② 

●平成２１年度「食品の安全・安心リスクコミュニケーション（意見交換会）」
参加者へのアンケート調査【食品安全・消費生活課】 

・調査対象 参加者（食品関連事業者、消費者団体、一般参加、行政など） 
・調査方法 アンケート用紙の配布   ・回収サンプル数：３８３サンプル 
・調査期間 平成２１年８月から平成２２年３月までの開催日（９日間） 

調

査

③ 

●平成２２年度長崎県の取組に関する県民意識アンケート調査【政策企画課】 
・調査対象 長崎県内に居住する１５歳以上の男女 
・調査方法 インターネットリサーチ  ・回収サンプル数：１，０００サンプル 
・調査期間 平成２２年１０月７日から１２日まで（６日間） 

  
①食の安全・安心に対する県民の意識（調査①と③より） 

平成２０年１１月に実施した「調査①」では、「最近、食品全般の安全性についてどの

ように感じているか」との問いに、「多少不安を感じる（53.7％）、大いに不安を感じる

（28.2％）」が上位を占め、約８割強の人が「なんらかの不安を感じている」ということ

になりますが、これは、食を巡る一連の事件が全国的にも頻発し、本県においても産地

偽装事件が続けて発生した時期とも重なったことが主な要因として考えられます。 
また、平成２２年１０月には、長崎県総合計画（仮称）の数値目標を策定するため、

「調査③」が実施されましたが、設問項目の一つに「長崎県における食の安全について

どのように感じているか」との問いがあり、「安心している（6.8％）、概ね安心している

（62.2％）」と言う回答が約７割を占める結果となっています。 

とても安心している,0.8
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 15.1
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どちらとも

いえない, 11.2

特に気にしていない,2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%
 

 

　調査①
【H20.11】

　調査②
【H22.10】



 22 

②食品の安全性に関する不安要素（調査②より） 

食品の安全性に関して不安に感じる事項を３つ選んでもらいました。不安要素として

の割合が高かった順に「輸入食品（43.0％）、残留農薬や抗生物質など（39.5％）、環境

からの汚染化学物質[鉛、カドミウム 22 など]（37.5％）」が 30%を超えたほか、「食品添

加物 23（23.6％）、食品表示（23.6％）、食中毒（22.0％）」の３つの要素までが 20％を超

える結果となっています。 

1.0%

4.9%

5.5%

12.9%

14.2%

14.9%

19.4%

22.0%

23.6%

23.6%

37.5%

39.5%

43.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

⑬その他

⑫トレーサビリティ（生産履歴制度）

⑪無回答

⑩食物アレルギー

⑨いわゆる健康食品

⑧遺伝子組み換え食品

⑦BSEや鳥ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞなどの家畜伝染病

⑥食中毒（食品衛生や品質管理等）

⑤食品表示

④保存料や着色料などの食品添加物

③環境からの汚染化学物質（鉛、ｶﾄﾞﾐｳﾑなど）

②残留農薬や抗生物質など

①輸入食品

 
 

③食品関連事業者や行政に求められる取組（調査②より） 

｢食品の安全性確保のためにはどんな方法が最も効果があると思いますか。｣との問い

に、｢生産者や消費者間の相互理解の促進（25.9％）、食品事業者の自主衛生管理の充実

（24.3％）、国や自治体（県市町）による指導や規制の強化（23.9％）、食の安全に関係

する情報の提供（11.3％）」という結果になっています。上位３つまでは約２５％前後で

ほぼ同じ割合ですが、リスクコミュニケーション 15による相互理解の促進や食品関連事

業者による生産工程管理、ＨＡＣＣＰ24 手法による自主的な衛生管理など、行政による

監視・指導以外の方法に期待する意識が高くなってきていると考えられます。 

1.0%

11.3%

14.6%

23.9%

24.3%

25.9%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

⑥その他

⑤食の安全に関係する情報の提供

④無回答

③国や自治体（県市町）による指導や規制の強化

②食品事業者の自主衛生管理の充実

①生産者や消費者間の相互理解の促進

 
22 カドミウム：64 ページ参照 23 食品添加物：70 ページ参照 
15 リスクコミュニケーション：77 ページ参照 24  HACCP：75 ページ参照  

【食品の安全性に関して次のどの事項に不安を感じますか（3 つまで選択可）】 

【食品の安全性確保のためにはどんな方法が最も効果があると思いますか】 
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また、｢食品の安全・安心に関して、今後、行政に取り組んでもらいたいことは何です

か。（複数回答可）｣との問いに、｢製造業者の監視・指導（46.4％）、流通（販売）業者

の監視・指導（34.9％）、生産者への監視・指導（32.9％）、残留農薬・動物用医薬品 6

等の検査体制の充実（29.1％）｣など、食品の「安全」に主眼をおいた対策が上位を占め

ています。一方で、食品の「安心」に主眼をおいた対策としては、「食の安全・安心にか

かる情報提供の充実（31.1％）、関係者の食品衛生に対する意識改革への取組（19.7％）、

意見交換会の開催や施設見学の実施（13.8％）」などが上位を占める結果となっています。 

0.3%

10.4%

12.1%

12.8%

13.5%

13.8%

17.0%

19.0%

19.7%

29.1%

31.1%

32.9%

34.9%

46.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

⑭その他

⑬安全・安心に対する県の取り組みの紹介

⑫食品表示研修会の開催

⑪食の安全・安心に関する県民運動の展開

⑩無回答

⑨意見交換会の開催や施設見学の実施

⑧県産ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ食品の普及・啓発や認証制度の充実

⑦関係者の育成指導や衛生管理研修会の開催

⑥関係者の食品衛生に対する意識改革への取組

⑤残留農薬・動物用医薬品等の検査体制の充実

④食品の安全・安心にかかる情報提供の充実

③生産者への監視・指導

②流通（販売）業者の監視・指導

①製造業者の監視・指導

 

 

④県民に必要な取組（調査②より） 

｢食品の安全・安心対策として県民に必要なことは何だと思いますか。｣との問いに、5
割強の方が｢個人の意識改革（53.6％）｣と回答し、続いて「意見交換会、研修会、講習

会等への積極的な参加（24.2％）、行政施策の把握（5.5％）」という調査結果でした。 

②意見交換会、研修

会、講習会等への積

極的な参加

24.2%

④その他

0.3%

③行政施策の把握

5.5%

⑤無回答

16.3%

①個人の意識改革

53.6%

  
6 動物用医薬品：72 ページ参照 

 

【食品の安全・安心対策として県民に必要なことは何だと思いますか】 

【今後、行政に取り組んでもらいたいことは何ですか（複数回答可）】 
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第３節 取り組むべき課題  

①食品関連事業者のコンプライアンス意識の向上と行政による監視・指導の徹底 

産地の偽装表示や期限表示の改ざん、事故米穀 1 の不正流通など、一部の食品関連事

業者によって食品の信用を失墜させるような事件・事故が相次いで発生しました。近年

の食品に対する不安や不信感の高まりの背景には、こうした事件の発覚によるものが大

きいと思われます。消費者の食品に対する不安や不信感を払拭するためには、食品関連

事業者のコンプライアンス意識の向上が必要です。 
また、行政による食品衛生法 10やＪＡＳ法、その他の関係法律に基づく監視・指導の

徹底を図っていく必要があります。 
なお、本計画では、コンプライアンスを「事業者の法令遵守」のみではなく、「事業者

が法令や社会規範・事業者倫理を守ること」と広くとらえています。 
 

②食品関連事業者による自主的な管理の一層の推進 

食品の生産から販売に至るまでの各段階において、原材料や施設、工程など、食品の

特性を最もよく理解しているのはその食品を取り扱う事業者であることから、生産者に

よる農業生産工程管理（ＧＡＰ25）への取組や、食品関連事業者によるＨＡＣＣＰ手法の

導入など、自主的な管理をより一層推進する必要があります。 
 
③関係機関との一層の連携強化 

食品の流通は広域化しており、県内に流通する食品は、すべて県内で生産・加工・製

造されたものだけではなく、県外はもとより海外からの輸入食品に頼らざるを得ない状

況にあります。また、食品表示に関する法令は、食品衛生法、ＪＡＳ法、健康増進法 26、

景品表示法 27など多岐にわたっています。このような中で、食品の安全・安心を確保す

るためには、庁内各部局、他自治体、消費者庁をはじめとする国の関係機関等との連携

を一層強化する必要があります。 
 

④リスクコミュニケーションの推進 

情報化社会により、食に関する様々な情報が飛び交う中、食品の安全・安心を確保す

るためには、どんな食品にも食べ方や量によっては多少なりともリスクが存在すること

（ゼロリスクはない）を前提とし、消費者、食品関連事業者、行政等の関係者がそれぞ

れの立場から情報や意見を交換し、相互理解を深める、リスクコミュニケーションをよ

り一層推進する必要があります。 
 

1 事故米穀：68 ページ参照 10 食品衛生法：68 ページ参照 

25 GAP：67 ページ参照 26 健康増進法：66 ページ参照 
27 景品表示法：65 ページ参照 
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第３章 基本指針に基づく施策の展開 

Ⅰ 生産から消費までの食品の安全性の確保 

第１節 生産段階における安全・安心確保 

① 農林産物の安全・安心確保 

 現状と課題  

県では、平成１５年１２月に「人と環境にやさしい長崎県農林漁業推進条例」を制

定し、安全・安心な農産物の供給体制の確立に努めています。農産物の安全性を確保

するためには、引き続き、農薬の適正使用の徹底や農業の生産工程管理を一層推進す

るとともに、平成２２年１０月に制度化された米トレーサビリティ 8の適切な運用を

推進していく必要があります。 

 施策の内容  

〔農薬使用管理に関する啓発・情報提供〕 

●農業者に対しては、農薬の使用に関するチラシや手引き書の配布により農薬の適

正使用を推進するとともに、農薬販売者に対しては、農薬の適正販売について指

導を徹底します。                      （農業経営課） 
●ポジティブリスト制度 28 に対応した「ながさき農林業情報システム（病害虫防除

基準 29）」により、農薬の適正使用に係る情報を生産者に提供します。（農業経営課） 
 
〔農産物生産管理集団の育成〕 

●農産物の安全性を確保するための管理方法等を定めた農業生産工程管理（GAP）に

取り組む経営体を育成し、その中で生産履歴の記帳を推進します。 （農業経営課） 
●生産者団体に対しては、今後とも農産物の安全性確保を図るため残留農薬の自主

検査を推進していきます。（農業経営課） 
 

〔化学肥料・化学合成農薬を低減した栽培の推進〕 
●有機農業や特別栽培など人と環境にやさしい 
農業（環境保全型農業 30）の取組を推進します。 

（農業経営課） 
 
〔園芸産地等の育成・強化の推進〕 

●人と環境に配慮した安全・安心な園芸農産物や 
特用林産物 31の生産を実践する産地の育成・強化を図ります。（農産園芸課、林政課） 
 

8 トレーサビティ：73 ページ参照 28 ポジティブリスト制度：76 ページ参照 
29 病害虫防除基準：75 ページ参照 30 環境保全型農業：64 ページ参照  
31 特用林産物：73 ページ参照 

 

農薬の使用に関するチラシ 
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〔安全で高品質な食品づくりの推進〕 
●農産物加工振興とあわせ、ＨＡＣＣＰ手法導入を推進します。（農林部、生活衛生課） 

 
〔米トレーサビリティ制度への取組〕 
●米トレーサビリティ制度の適正な運用に向けた取組を支援します。 

                     （農産園芸課、食品安全・消費生活課） 

 数値目標  

目標年度 
数値目標設定項目 

現状 
(H21 年度 
実績値) H23 H24 H25 H26 H27 

農薬安全使用チラシの配布

戸数 
５１，８００戸 ５１，８００戸／年 

農薬安全対策講習会の開催 ７地区 ７地区／年 

農薬管理指導士 32 育成者数 １７４人 １４０人／年 

農業生産工程管理（ＧＡＰ）

取組集団数（集団） 
５９ ７２ ７９ ８６ ９３ １００ 

有機栽培・特別栽培に取り

組む面積（ｈａ） 
８８６ １，１００ １，２００ １，３００ １，４００ １，５００ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32 農薬管理指導士：74 ページ参照  

3

○エコファーマー

「持続性の高い農業生産方式の導入に関する法律(Ｈ１１)」
にもとづき、環境にやさしい農業への取り組みが県知事に
よって認められた農業者の愛称です。

○土づくり
○化学肥料の低減
○化学合成農薬の低減

以上の各技術を一体的に取り組む
取り組む必要があります。

○有機ＪＡＳ農産物

平成１１年に改正されたＪＡＳ法に基づき、唯一「有機農産
物」の表示ができる認証制度です。

○たい肥等での土づくり
○無化学肥料※ ※播種・植え付け前２年以上。

○無化学合成農薬※ 使用禁止資材が指定されている

○遺伝子組み換え技術の不使用

の条件があります。

非常に高い栽培管理技術が
求められますが、 環境保全へ
の高い効果 も期待できます。

○長崎県特別栽培農産物

長崎県ではエコファーマーを対象としてさらに環境にやさ
しい農業を推進するため「長崎県特別栽培農産物認証制
度」を設けています。

○化学肥料を慣行の1/2
○化学合成農薬 （節減対象農薬）

を慣行の1/2 に抑える必要があり、

高い栽培管理技術が求められます。

○長崎県版GAP

ＧＡＰとは、農業生産工程管理といい、農業生産から出荷
にいたるまでの各作業ごとに、環境にやさしい取り組みや
安全な農産物生産のポイントを整理し、まとめたものについ
て管理を行っていくものです。

ＧＡＰによって環境保全型農業により効果的に取り組むこ
とができます。

県では平成17年度に長崎県版ＧＡＰ を策定し、その推

進・普及につとめています。

長崎県版長崎県版GAPGAP

エコファーマーエコファーマー

長崎県特別栽培長崎県特別栽培農産物

有機JAS農産物
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② 畜産物の安全・安心確保 

 現状と課題  

飼料、飼料添加物 7については、原料輸入から畜産物として流通するまでの各段階

において、成分規格検査や畜産物中の抗生物質等の残留検査などが行われています。

また、動物用医薬品の購入・使用方法については、家畜保健衛生所による適正な販売・

使用の指導が行われています。さらに、個体識別耳標の装着による牛のトレーサビリ

ティの適正運用が行われています。 
飼料、飼料添加物、動物用医薬品の適正使用等による安全性の確保が、家畜衛生対

策の強化と併せて重要な課題となっています。 

 施策の内容  

〔動物用医薬品等の適正使用等の徹底〕 
●特に、農家段階における飼料、飼料添加物、動物用医薬品の適正使用及び耳標装着

の徹底に対する指導並びに流通段階における畜産物への残留の確認を行います。 
                                （畜産課） 

 
〔ＢＳＥ33及び高病原性鳥インフルエンザ 34対策〕 

●２４か月齢以上の死亡牛のＢＳＥ全頭検査を実施します。      （畜産課） 
●県内の採卵鶏農場（１８農場）を監視農場に指定し、毎月、高病原性鳥インフル

エンザウイルスの分離及び抗体検査を実施します。         （畜産課） 
 

〔食肉センター35の整備及び機能向上〕 
●食品工場として衛生管理機能を持つ食肉センターの整備を推進します。（畜産課） 

 
〔消費者に分かりやすい鶏卵表示〕 
●鶏卵公正競争規約に基づく「公正マーク 36」の導入など消費者に分かりやすい鶏

卵表示の取組を推進します。                   （畜産課） 
 

 

 

 

 

 

 

 

7 飼料添加物：70 ページ参照 33 BSE：75 ページ参照 
34 高病原性鳥インフルエンザ：67 ページ参照 
35 食肉センタ－：69 ページ参照 36 公正マーク：67 ページ参照 
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数値目標  

目標年度 
数値目標設定項目 

現状 
(H21 年度 
実績値) H23 H24 H25 H26 H27 

畜産物中の抗生物質残留

検査 
３００検体 ３００検体／年 

動物用医薬品適正使用重

点指導農家 
９１戸 ９０戸／年 

高病原性鳥インフルエンザ

検査羽数 
２，４７０羽 ２，４６０羽／年 

鶏卵公正競争規約に基づく

「公正マーク」を取得した県

内企業数 

なし － － 1 社 ２社 ３社 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発育鶏卵のウイルス検査 死亡牛のＢＳＥ検査 



 29 

③ 水産物の安全・安心確保 

 現状と課題  

食品の安全・安心に対する消費者の要求や関心の高まりに伴い、薬事法 37や食品衛

生法の改正が行われています。養殖業においてもこれらの要求に対応する必要がある

ことから、水産用医薬品 38等の適正使用や養殖魚適正管理のための巡回指導、抽出に

よる水産用医薬品の残留検査を行っています。また、養殖カキ等について衛生管理を

徹底し安全確保を図るため、貝毒検査やウイルス検査を行なっています。 
消費者の健全な食生活を維持し、安全・安心な水産物を提供するため、水産用医薬品

等の適正使用や生産段階から水揚段階における衛生管理を徹底する必要があります。 

 施策の内容  

〔水産用医薬品等の適正使用や衛生管理の徹底〕 
●水産用医薬品等の適正使用及び養殖魚適正管理のための巡回指導を実施します。 
                              （水産振興課） 
●養殖過程で使用される水産用医薬品について、抽出による残留検査を実施します。 
                              （水産振興課） 
●養殖過程で投与した飼餌料及び水産用医薬品等の 
使用履歴の記帳を徹底します。 （水産振興課） 
  

〔適正養殖の認証〕 

●生産した養殖魚が安全であるという情報提供能力を 
有する養殖業者に長崎県適正養殖業者認定証を発行 
する制度を推進します。     （水産振興課） 
 

〔養殖カキ等検査に基づく衛生管理の徹底〕 

●生産段階において貝毒検査や養殖カキのウイルス検査を実施し、衛生管理の徹底

等適切な指導を行います。                  （水産振興課） 
 
〔漁港・魚市場における鮮度保持対策〕 

●陸揚げ時の処理水への清浄海水の導入等により、品質・衛生管理対策の強化を図

ります。また、岸壁や浮桟橋等への防雨・防暑対策により、水産物の鮮度保持対

策に努めます。                （漁港漁場課、水産振興課） 
 

〔正確な情報伝達の推進〕 

●トレーサビリティ（生産履歴管理システム）等の導入により正確な情報伝達を推進

します。                          （水産振興課） 
 

37 薬事法：76 ページ参照 38 水産用医薬品：71 ページ参照 
 

 

適正養殖業業者認定 
制度のロゴマーク 



 30 

数値目標  

 

目標年度 
数値目標設定項目 

現状 
(H21 年度 
実績値) H23 H24 H25 H26 H27 

水産用医薬品等の適正使用

指導（巡回指導漁協数） 

養殖実施全

漁協(４０) 
養殖実施全漁協／年 

水産用医薬品等の残留検査 １６０件 １６０件／年 

養殖カキ検査結果に基づく衛

生管理の徹底（指導漁協数） 
１１漁協 ７漁協／年 

高度な衛生管理の下で取り扱

われる水産物の数量（トン） 
－ － － － － ５０，０００ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○長崎県適正養殖業者認定制度の認定基準 

 

確認項目 確認書類 確認内容 理  由 

種 苗 
(稚魚･
中間魚) 

○購入種苗履歴証明書
類、並びにその証憑書類 
※中間魚購入の場合、
生産から購入までの履
歴を証明する書類、並び
にその証憑書類 

○種苗・中間魚導入に当た
っては購入先、種苗生産
業者が明確であり、種苗
の生産履歴が明確であ
ること。 

○種苗導入に当たっては、
トレーサビリティの観点
から種苗の履歴情報が
必要不可欠である。 

飼 料 

○申請日直近１年間のう
ち、委員会が指定した２
ヶ月間の作業記録簿、並
びにその証憑書類 

○飼料安全法に適合した
餌を使用すること。 

○生餌については、仕入先
が明確であること。 

○不適切な餌の投与を防
止する。 

投 薬 

○申請日直近１年間のう
ち、委員会が指定した２
ヶ月間の作業記録簿、並
びにその証憑書類 

○未承認医薬品の使用禁
止 

○水産用医薬品の適正使
用  

○食の安全・安心確保上、
必須条件であり、また承
認医薬品についても使
用基準の遵守が必要で
ある。 

養殖資材 
（防汚剤） 

○申請日直近１年間のう
ち、委員会が指定した２
ヶ月間の作業記録簿、並
びにその証憑書類 
※魚類養殖用安全確認
漁網防汚剤一覧と照合 

○漁網防汚剤を使用する
場合は、有機錫化合物を
含有しないものを使用す
ること。 

○安全性が確認された物
を使用する必要がある。 
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第２節 製造・加工・調理・流通・販売・消費段階における安全・安心確保 

① 監視指導体制の強化（製造・加工・調理・流通・販売段階） 

 現状と課題  

法的な基準を満たすことは、食品事業者に課せられる最低限の要件ですが、それだ

けで食品に起因する危害を完全に取り除くことはできないことから、平成１５年度よ

り、県産品製造施設や給食施設に対して、「長崎ＨＡＣＣＰ39」の導入を推進している

ところですが、今後も食品の安全確保をより確実にしていくために、食品製造施設等

へのＨＡＣＣＰの考え方に基づいた自主的な衛生管理手法の導入を推進し、衛生管理

レベルの向上を図ることが課題となっています。 
また、安全・安心な学校給食を実施していくため、平成２１年に改正された「学校

給食衛生管理基準」の周知徹底と、学校給食関係者の意識向上が必要と考えます。 

 施策の内容  

〔製造・加工・調理・流通・販売施設に対する監視指導〕 

●長崎県食品衛生監視指導計画 11に基づき、製造加工から販売に至る食品営業施設

に対して効果的な監視指導を行い、食品の安全確保を図ります。 （生活衛生課） 
●大規模食品製造施設や大量調理施設に対する専門的な監視を継続し、食中毒等が

発生した場合に社会的影響の大きい食品営業施設での食品事故防止に努めます。 
                     （生活衛生課） 

●ＨＡＣＣＰの考え方に基づく衛生管理の普及と評価により、県内食品製造施設の

衛生管理水準のステップアップを図ります。          （生活衛生課） 
●計画的な食品検査により不良食品を排除し、流通食品の安全確保を図ります。 
                              （生活衛生課） 
●安全性の高い生鮮食料品を供給するため、残留農薬検査や養殖魚の残留有害物質

モニタリング検査 40を実施し、農林水産部局と連携し検査結果に基づく生産者等

への衛生指導を実施します。                 （生活衛生課） 
●これまで検査対象としていなかった新たな農薬についても検査法の検討を行い、

検査対象項目の一層の拡充を図ります。            （生活衛生課） 

 

〔食品事業者、集団給食施設等に対する啓発〕 
●関係機関と連携し、食品事業者等に対する食品衛生講習会の開催を推進します。 
                              （生活衛生課） 

 

 

39 長崎 HACCP：74 ページ参照 
11 食品衛生監視指導計画：69 ページ参照 
40 モニタリング検査：76 ページ参照 
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〔学校など給食施設における安全・安心確保〕 

●学校給食研修会や県学校給食研究協議大会等で関係者の資質の向上を図るとと

もに、学校の衛生管理体制の強化を図るための意識向上と、食品衛生に関する正

しい知識の啓発に努めます。                 （体育保健課） 

●学校給食で使用する食材について定期的に細菌等の検査を行い、抽出した調理場

について結果の報告を求め、安全な食材の確保に努めます。   （体育保健課） 

●給食施設従事者研修会や給食施設巡回指導を行います。  （国保・健康増進課） 
 

数値目標  

 

目標年度 
数値目標設定項目 

現状 
(H21 年度 
実績値) H23 H24 H25 H26 H27 

食品営業施設の監視件数 １９，１６７件 ２０，０００件／年 

衛生管理水準｢評価段階｣

のステップアップした施設数 
－ ２０施設／年 

食品検査件数 ２，３８８件 ２，４００件／年 

食品営業者に対する講習

会の受講者数 
８，１５９人 ６，５００人／年 

学校給食研修会参加者数 １６２人 １６０人／年 

県立学校栄養士調理員等

研修会参加者数 
８６人 ８０人／年 

食材検査結果の報告対象

（市町・県立学校数） 

１７市町県立

６校 
２０市町県立１３校／年 

給食施設従事者研修会参

加者数 
８０８人 ８００人／年 

給食施設巡回指導数 ５３３件 ５３０件／年 

 

 

 

 

 

 
学校給食施設の監視指導 
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【【従来の衛生管理従来の衛生管理】】

 
【ＨＡＣＣＰによる衛生管理ＨＡＣＣＰによる衛生管理】】

チェック リストチェックチェック リストリスト

製品検査製品検査製品検査 記
録
の
作
成

記
録
の
作
成

原料受入ﾁｪｯｸﾘｽﾄ

加工製造ﾁｪｸﾘｽﾄ

検査成績表
－－－－－
○○○○○○○

--------------------

------------

検査成績表
－－－－－
○○○○○○○

--------------------

------------

検査成績表
－－－－－
○○○○○○○
--------------------

------------

検査成績表
－－－－－
○○○○○○○
--------------------

------------

機械管理ﾁｪｯｸﾘｽﾄ

包装出荷ﾁｪｯｸﾘｽﾄ

ＨＡＣＣＰによる衛生管理 

 

○施設基準
○管理運営基準

食品衛生法に基づく通常の衛生管理

衛生標準作業手順下記の策定
 ○入室管理マニュアル
 ○手洗いマニュアル
 ○洗浄消毒マニュアル
 ○使用水確認マニュアル
 ○鼠族昆虫防止マニュアル
 ○廃棄物処理マニュアル
 ○健康管理マニュアル
 ○衛生教育マニュアル
 ○原料、製品の取り扱いマニュアル
 ○クレーム対応・回収マニュアル

県が作成した評価基準に基づく評価
評価機関　：　保健所

評　価

（ホップ・ステップ・ＨＡＣＣＰ普及推進事業）

に基づく管理

　
　段階 １～段階 ８の８段階で評価

ホップ  （段階１～３）： 基本的な自主管理

ステップ（段階４～６） ：
 　　　　　　　　　HACCPの考え方による自主衛生管理

ハサップ（段階７～８）：HACCPによる自主管理 ホップ

評価基準

県がモデルとして作成したマニュアル等による指導
指導機関　：　保健所

評価結果に基づく指導

評価証の交付

ステップ
アップ

ス
テ
ッ
プ
ア
ッ
プ

県産品のブランド化と
信頼性の向上

食品の安全性の確保

ハサップ

ステップ

 

　　　　　評価マーク（ロゴマーク）の使用
　　（施設への掲示、食品への表示、広告・名刺・事業者ＨＰ等）

　　　　　県ホームページへの掲載

評価段階４以上で

長崎ＨＡＣＣＰ（ホップ・ステップ・ＨＡＣＣＰ普及推進事業） 
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② 食肉検査体制の強化（製造・加工段階） 

 現状と課題  

食肉衛生検査所では、施設管理者、関係業者等にＨＡＣＣＰ手法を取り入れた技術

的指導・助言等を行うとともに、食肉衛生検査で得られたデータを生産者等に還元し、

農林部と連携して家畜衛生・疾病予防対策に活用しています。また、ＢＳＥ対策とし

て、と畜検査員 41監督下でＳＲＭ（特定危険部位）42の除去、廃棄等が行われており、

徹底した食肉の安全性確保を図っています。 
ＨＡＣＣＰ手法に基づく更なる衛生指導の充実や、海外悪性伝染病 43対策が課題と

なっています。 

 施策の内容  

〔食肉検査体制の強化〕 
●食肉検査・食鳥検査により食用不適の食肉・食鳥肉の確実な排除を実施します。 
                              （生活衛生課） 
●安全・安心な食肉・食鳥肉づくりのため、食品衛生部局、農林部局、食肉処理施設

設置者及び生産者等の連携強化、情報交換を行います。また、食肉処理施設設置者

への衛生管理対策を充実強化し、より安全な食肉の供給を推進します。（生活衛生課） 
●最新の疾病情報収集・知識の研鑽・食肉検査技術研修・食鳥検査技術研修に加え

て、海外悪性伝染病への対策（情報収集、疾病に関する知識・防疫対策・診断法

に係る研修）の実施を図ります。              （生活衛生課） 
 

〔衛生検査データの活用〕 
●関連機関と連携し、 

食肉衛生検査・食鳥 

肉検査データを生産 

者等へ還元し、農林 
部局との連携のもと、 
健康な家畜の生産に 
対する支援を行いま 
す。（生活衛生課） 

 

 

 

 

 

41 と畜検査員：73 ページ参照 
42 SRM（特定危険部位）：63 ページ参照 
43 海外悪性伝染病：64 ページ参照 

 

「ながさき食肉」安全・安心総合支援事業フロー

処
理

施
設

の

衛
生

対
策

農 場

食肉衛生検査所

産業（顧問）獣医師

家畜保健衛生所

消費者

と畜場

食肉処理場

安全な食肉

検
査

デ
ー

タ

検査 データ

農家にとって緊急性、重要性

の高い疾病に関する検査の

実施とデータ分析

リアルタイムな

情報提供

精密検査・

データ分析結果

の提供

精密検査・

データ分析結果

の提供

リアルタイム

な情報提供

衛生対策

疾病対策

助
言

・対
策

指
導

健

康

な

豚
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数値目標  

目標年度 
数値目標設定項目 

現状 
(H21 年度実績値) H23 H24 H25 H26 H27 

豚枝肉汚染度指標（個/cm2） １６０ １５２ １４４ １３６ １２８ １２０ 

食肉衛生検査データ提供頭

数の割合 

食肉衛生検査頭

数の９３．８％ 
食肉衛生検査頭数の９０％／年 

食肉衛生検査所情報誌発行

回数 
１２回 １２回／年 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

と畜検査と処理工程の流れ

生
体
検
査

解
体
検
査

合 格

搬 入

係留・洗浄

と 殺

解 体

最 終 洗 浄

冷 蔵 庫

枝肉検査 内臓検査

食肉衛生検査所情報誌(ＴＯＮ２豚々) 
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③ 輸入食品の安全対策の強化（流通・販売段階） 

 現状と課題  

輸入食品については、検疫所 44において適法であるか審査及び検査を行っています。 
また、県内に流通する輸入食品については、食品衛生監視員 45が計画的に食品販売

施設に立入調査し、食品衛生法に基づく表示事項の確認や輸入食品の検査を行い、食

品添加物、残留農薬および成分規格基準 46検査を実施しています。 
国とも連携し、県内に流通する輸入食品の効果的な監視や試験検査の強化を図ると

ともに、効率よい検査体制の確立が課題となっています。 

 施策の内容  

〔販売段階における輸入食品の安全対策〕 
●長崎県食品衛生監視指導計画に基づき、計画的な監視や食品検査を行います。 
                             （生活衛生課） 

●国の通知及び違反情報等を参考として、効率的な検査体制の整備を行います。 
                         （生活衛生課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

44 検疫所：66 ページ参照 
45 食品衛生監視員：69 ページ参照 
46 成分規格基準：71 ページ参照 

 

合合 格格
回収・廃棄・積戻し回収・廃棄・積戻し
又は食用外用途転用又は食用外用途転用

消費者消費者

検査命令検査命令 モニタリング検査モニタリング検査 自主検査の指導自主検査の指導

輸入時の検査体制輸入時の検査体制輸入時の検査体制

輸出国における衛生対策輸出国における衛生対策
・生産、製造、加工等の管理・生産、製造、加工等の管理
・証明書の発給・証明書の発給
・輸出前検査等・輸出前検査等

・二国間協議・二国間協議

・制度調査・制度調査

・必要に応じ現地調査・必要に応じ現地調査

輸入食品輸入食品が国内に流通するまでの流れが国内に流通するまでの流れ

過去の違反事例過去の違反事例
輸出国の情報輸出国の情報
原料・製造方法等原料・製造方法等

違
反
情
報

違
反
情
報

輸
入
食
品
監
視
指
導
計
画
に
基
づ
き
実
施

輸
入
食
品
監
視
指
導
計
画
に
基
づ
き
実
施

輸
入
食
品
監
視
指
導
計
画
に
基
づ
き
実
施

海外における食品安全情報の収集海外における食品安全情報の収集

違反発見時の通報違反発見時の通報都道府県等監視指導計画に基づく都道府県等監視指導計画に基づく

都道府県等の収去検査都道府県等の収去検査

輸入届出・審査（検疫所）輸入届出・審査（検疫所）輸入届出・審査（検疫所）

不合格不合格

輸
入
時

輸
入
時

輸
入
時

輸
出
国

輸
出
国

輸
出
国

国

内

国国

内内

事前相談・指導事前相談・指導事前相談・指導
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④ 食品表示に係る指導及び監視体制の強化（流通・販売段階） 

 現状と課題  

ＪＡＳ法に基づく店舗調査や、食品衛生法・薬事法等に基づく定期的な監視活動を

行っているほか、食品１１０番制度や食品ウォッチャー4 制度等で寄せられた情報に

基づき、関係部局と連携しながら調査・指導を行っています。 
今後とも、食品表示適正化を徹底するための調査・監視指導に加えて、産地偽装表

示などを未然防止するため、食品関連事業者のコンプライアンス意識の向上へ向けた

取組を進めていく必要があります。 

 施策の内容  

〔関係法律に基づく監視・指導及び啓発〕 
●ＪＡＳ法に基づいた県域の店舗調査を実施し、食品表示の適正化を図ります。改

善を要する店舗に対する指導方法については、国と連携していきます。 
（食品安全・消費生活課） 

●偽装表示などの疑義案件に対して、ＤＮＡ分析 47などの科学的検査を実施し、食

品表示の適正化を図ります。            （食品安全・消費生活課） 
●食品衛生法に基づく不適正表示食品の排除のため、効率的で効果的な監視指導を

実施するとともに、製造業者や販売業者に対して食品表示に関するパンフレット

を配布するなど適切な表示の啓発を進めます。         （生活衛生課） 
●景品表示法や計量法 48に基づく食品表示に関して適切な表示を行うよう指導する

とともに、啓発に努めます。            （食品安全・消費生活課） 
●食品の栄養表示や健康食品 49に関する虚偽や誇大広告等について、健康増進法に

基づき、指導・助言等を行い、広告表示の適正化に努めます。（国保・健康増進課） 
●いわゆる健康食品等（無承認無許可医薬品 50）に関する監視指導、買上検査を行

なうとともに、県民に対して正しい知識の普及啓発に努め、意識を高めることに

より健康被害発生を防止します。                （薬務行政室） 
●食品関連事業者の法令遵守の徹底を図るため、食品表示研修会等を開催し、この

中で、危機管理対応などコンプライアンス意識の向上につながる内容を盛り込み

ます。                                          （食品安全・消費生活課） 

●食品１１０番制度や食品ウォッチャー制度により、食品の安全・安心に関する情

報を受け付け、寄せられた情報に対して実態調査を行い、適切な表示や衛生管理

を指導します。 
（食品安全・消費生活課、水産振興課、生活衛生課、国保・健康増進課、薬務行政室） 

 

 

4 食品ウォッチャー：69 ページ参照 
47 DNA 分析：72 ページ参照 48 計量法：65 ページ参照 
49 健康食品：66 ページ参照 
50 無承認無許可医薬品：76 ページ参照 
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数値目標  

目標年度 
数値目標設定項目 

現状 
(H21 年度
実績値) H23 H24 H25 H26 H27 

ＪＡＳ法に基づく食品販売店舗

等立入調査数 
２２８件 ３００件 ２００件／年 

無承認無許可医薬品のおそれ

がある健康食品の成分検査 
２０件 ２０件／年 

  

○食品表示に関する主な法律 

法 律 名 目  的 主な表示事項又は表示禁止事項 

○食品衛生法 飲食に起因する衛生上の

危害の発生の防止 

食品ごとに異なるが、一般的な表示事項は、

「名称」「食品添加物」「消費期限」又は「賞

味期限」「保存方法」「製造業者名」等 

○農林物質の規格化

及び品質表示の適

正化に関する法律

（ＪＡＳ法） 

品質に関する適正な表示 

消費者の商品選択に資す

るための情報表示 

食品ごとに異なるが、一般的な表示事項は、

①生鮮食品：「名称」「原産地」 

②加工食品：「名称」「原材料」「消費期限」

又は「賞味期限」「内容量」「保存方法」「製

造業者名」等 

○不当景品類及び不

当表示防止法（景

品表示法） 

公正な競争を確保し、一

般消費者の利益を保護 

品質・規格その他の内容についての不当表示

（優良誤認）、価格その他の取引条件につい

ての不当表示（有利誤認）、その他商品又は

役務の取引に関する事項について一般消費

者に誤認される不当表示の禁止 

○不正競争防止法 事業者間の公正な競争を

確保 

商品の原産地、品質、内容、製造方法、用途、

数量等を誤認させるような虚偽の表示を禁止 

○健康増進法 国民の栄養の改善その他

の国民の健康の増進 

健康保持増進効果について虚偽・誇大表示の

禁止 

○計量法 適正な計量の実施を確保

し、経済の発展及び文化

の向上に寄与 

特定商品のうち、容器又は包装に密封して販

売する特定商品の正味量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（発行） 

全国食品安全自治ネットワーク 
食品表示ハンドブック作成委員会 
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○健康食品と医薬品の主な違い 

 健康食品 医 薬 品 

○製品の品質 「同じ名称」でも全く品質の異なるものが存在し

ている。 
同じ品質のものが製造・流通す

るようになっている。 

○科学的根拠

の質と量 
試験管内実験や動物実験が主体であり、病者を対

象とした試験はほとんど実施されていない。安全

性試験があったとしても対象は健常者である。 

病者を対象とした安全性・有効

性の試験が実施されている。 

○利用環境 あくまで食品の一つであり、製品の選択・利用は

消費者の自由。 
医師・薬剤師により、安全な利

用環境が整備されている。 
 

コンプライアンス ＝ 法令「等」遵守

事業者の「法令遵守」に加え、社会規範や事業者倫理を守ること。

消費者

流通

生産

地域社会

社会規範・事業者倫理の遵守

法令の遵守

社会倫理に基づく活動

食品関連事業者

マスメディア

行政

各自治体

食品と医薬品の大まかな分類

《健康食品》

保健の機能や栄養成分
の機能の表示ができない

【特別用途食品】

【特定保健用食品】

食 品 医薬品

・医療用医薬品

・医薬部外品

保健の機能の表示ができる

（例）おなかの調子を整えます。

【栄養機能食品】

栄養成分の機能の表示ができる

（例） カルシウムは骨や歯の形成に

必要な栄養素です。
ビタミン
ミネラル

食物繊維
オリゴ糖

他

病者用
乳児用

他

《一般食品》

・一般用医薬品

薬局・薬店で販
売されている薬

病院・診療所・歯
科診療所の医者
が処方する薬

無承認無許可
医薬品

食品に、医薬品の成分を配合
したり、医薬品的な効能効果
などを表示すると・・・
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⑤ 消費者による食品表示適正化等の推進（消費段階） 

 現状と課題  

消費者の日常生活のなかで食品表示等をチェックし、適宜情報提供してもらう「食

品ウォッチャー制度」や、食品に関する苦情・相談等を受け付ける食品１１０番制度

に基づき、必要に応じて当該法律を所管する部局による調査・指導を行い、食品表示

の適正化を図っています。 

食品ウォッチャー制度は、制度開始から７年が経過し、広報活動や報告による改善

指導等により制度の浸透が図られていますが、今後は新たな食品ウォッチャーの開拓

が課題となっています。 

 施策の内容  

〔食品ウォッチャー等による食品表示適正化〕 

●食品ウォッチャー研修会を開催したり、食品表示に関する情報を定期的に発信す

ることで、食品表示制度に関する理解促進に努めます。（食品安全・消費生活課） 

●消費者が活動することで、食品関連事業者の食品表示等の重要性についての意識

を高め、不適正表示を減少させるよう努めます。  （食品安全・消費生活課） 

●各地区において、食品表示適正化に取り組む人材育成に努めます。 

（食品安全・消費生活課） 

数値目標  

目標年度 
数値目標設定項目 

現状 
(H21 年度実績値) H23 H24 H25 H26 H27 

食品ウォッチャー１人あたり

の調査商品数 
１，０９６商品 １，１００商品／年 

食品ウォッチャー研修会の

開催地区数 
全地区２回 全地区２回／年 

 

 

 

 

 

 

 

 食品ウォッチャー研修会 
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⑥ 食品衛生に関する正しい知識の啓発（消費段階） 

 現状と課題  

衛生講習会の開催や、広報誌・チラシ等により消費者に対して食品衛生に関する知

識の普及・啓発活動や注意喚起を行っています。 
一方で、食肉の生食によるカンピロバクター食中毒、ノロウイルスによる集団感染

や、フグ毒をはじめとする家庭での食中毒が発生しており、家庭における感染症対策、

食中毒対策が課題となっています。 

 施策の内容  

〔家庭・消費者に対する啓発〕 
●消費者団体に対して衛生講習会を開催するとともに、マスコミや広報誌等により

食品衛生に関する情報を提供します。また、カンピロバクター、ノロウイルスや

フグ毒による食中毒等の予防啓発について、ホームページを活用し情報発信を行

います。                         （生活衛生課） 
●家庭における「手洗い・うがい」の定着について、普段からの健康管理と合わせて

保健所、市町等の関係機関と協力して周知・徹底するとともに、発生動向調査 51に

基づき必要な情報を提供することにより発生予防に努めます。  （医療政策課）       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

51 発生動向調査：75 ページ参照  

食中毒予防パンフレット 
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第３節 食品の安全性確保体制の充実  

① 食品の安全管理に関する調査・研究の推進 

 現状と課題  

長崎県では、環境保健や農業、水産業など、５つの試験研究機関等が連携を図りな

がら食の安全・安心に関する調査・研究に取り組んでいます。 
消費者の「食の安全・安心」への関心の高まりに伴い、農薬や抗生物質等の使用を

減らした農林水産物の生産が求められていますが、効率的な試験検査や商品性・生産

性を損なわない技術の確立が今後も必要です。 

 施策の内容  

〔農林水産物に関する調査・研究の推進〕 

●生物農薬や抵抗性品種等の利用による減農薬防除技術や減化学肥料等の有機・特

別栽培技術の確立に、大学等と共同で取り組みます。    （科学技術振興課） 
●採卵鶏農場を対象としたサルモネラ 52の汚

染状況調査や、肥育牛・肥育豚・採卵鶏・

ブロイラーを対象とした細菌の薬剤耐性発

現状況に関する調査等を行います。 
               （畜産課） 
●有害プランクトン 53の増殖特性を解明し、

有害プランクトンの出現・発生予測技術を

開発するとともに、現場関係者に技術移転

します。      （科学技術振興課） 
●魚種ごとに魚類アレルゲン 54 の量及び質の

差を解明し、成果・情報を県民に提供するこ

とにより、食の安全・安心や食育、魚消費に貢献します。（科学技術振興課） 
  

〔食品衛生に関する調査・研究の推進〕 
●食品製造出荷時の微生物汚染検査に近接場光 55を用いることで、培養法を不要とし

た高感度で迅速（リアルタイム）の検査が可能な簡易型の検出装置を開発します。 
                                    （科学技術振興課） 

 

 

52 サルモネラ：67 ページ参照 
53 有害プランクトン：77 ページ参照 
54 アレルゲン：63 ページ参照 
54 近接場光：65 ページ参照 

 

採卵鶏のサルモネラ検査 
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数値目標  

目標年度 
数値目標設定項目 

現状 
(H21 年度
実績値) H23 H24 H25 H26 H27 

サルモネラ調査採卵鶏農場

数 
３９戸 ４０戸／年 

薬剤耐性菌の発現状況調

査戸数 
２４戸 ２４戸／年 

有害プランクトンの出現・増

殖予測技術開発 
 技術開発 － － － － 

県産魚のアレルゲン表の作

成及び魚類アレルゲン分析

マニュアルの作成 

  
マニュアル

作成 
－ － － 

微生物を高感度に検出する

プローブ 56 の開発 
  技術開発 － － － 

   

 
○年齢別食物アレルギー原因物質調査結果 ※ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※五島市、大村市内の小学校（７校）の全児童及びその家族を対象にアンケー
ト調査を実施。（県環境保健研究センター） 

 

 

 

56 プローブ：75 ページ参照  

順位
年齢

0～6歳 卵 乳 魚介類
7～12歳 卵 魚介類 乳
13～19歳 魚介類 卵 野菜
20歳代 卵 魚介類 乳
30歳代 魚介類 果物 野菜
40歳代 魚介類 卵 果物
50歳代 魚介類 果物 乳
60歳代 魚介類 野菜 果物
全体 魚介類 卵 乳

魚介類：エビ・カニを含む　

第1位 第2位 第3位
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② 試験検査体制の充実 

 現状と課題  

平成９年度から食品衛生法により各検査施設に義務づけられた検査等の業務管理

（ＧＬＰ12）について、県立の保健所、環境保健研究センター及び食肉衛生検査所の

計１２施設に適用しています。また、平成１５年度末に本県の実状に即した「検査等

の業務管理要綱及び関連要領」を定め、適正な業務管理を行っています。                      

検査技術の高度化に伴う職員の技術研修や、最新の専門的知識を修得する機会の創

出が課題となっています。 

 施策の内容  

〔試験検査体制の充実〕 
●県の検査施設における検査等の業務管理要綱及び要領等により、外部精度管理 13

や信頼性確保部門 57による内部点検を定期的に実施します。   （生活衛生課） 
●検査機器の整備及び検査員等の関係職員に対する検査技術の向上に係る研修を

計画的に実施します。                    （生活衛生課） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12 GLP：67 ページ参照 
13 外部精度管理：64 ページ参照 
57 信頼性確保部門：71 ページ参照 

 

県民生活部長

業務管理（GLP）総括責任者
（生活衛生課長）

厚生労働省・他都道府県等

業務管理（GLP）連絡協議会 食品GLP専門部会

信頼性確保部門 食品衛生検査部門

生活衛生課
信頼性確保
部門責任者

環境保健研究センター
検査部門責任者

食肉衛生検査所
検査部門責任者

保健所
検査部門責任者

検査区分責任者
微生物学／動物

検査区分責任者
理化学

検査区分責任者
微生物学／理化学

検査区分責任者
微生物学／理化学

検査担当職員 検査担当職員 検査担当職員 検査担当職員

食品衛生検査施設における検査等の業務管理体制組織図 
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③ 危機管理体制の整備・強化 

 現状と課題  

食品流通・販売の広域化、複雑化に伴い、危機発生時には早期発見と、迅速かつ適

切な対応が必要です。食品の安全・安心確保のための危機管理体制については、マニ

ュアル等を整備し、関係機関が連携して、まん延、健康被害、風評被害防止対策を講

じることとしています。 
危機発生時に、適切かつ円滑な対応ができるようマニュアルに基づく訓練等の実施

や食中毒対策などが今後とも必要です。 

 施策の内容  

〔牛海綿状脳症（ＢＳＥ）、高病原性鳥インフルエンザ対策〕 

●ＢＳＥ、高病原性鳥インフルエンザが発生した場合の危機管理体制づくりに努め

ます。                     （食品安全・消費生活課） 
●関係者がお互いに情報を共有し、危機管理意識を高めるために、県内の地区ごと

に、防疫会議を実施します。                  （畜産課） 

●高病原性鳥インフルエンザ発生時には、適切な健康管理と医療の提供を実施します。                         

（医療政策課） 
●消費者に食品の安全性に関する正しい情報を提供し、風評被害発生防止に努めます。 

                 （生活衛生課、食品安全・消費生活課） 
〔食中毒等の対策〕 

●腸管出血性大腸菌（O１５７等）等のまん延防止対策並びに重大な健康被害発生時

は対応マニュアルに基づき関係機関と連携して、迅速かつ的確に対応します。ま

た、関係機関等への適切な情報を提供して感染・被害拡大の防止に取り組みます。 
（医療政策課） 

●食中毒（疑いも含む）発生時には関係部局と連携し、迅速かつ的確に対応します。 
                              （生活衛生課） 
●主要な細菌性食中毒（カンピロバクター、サルモネラ、腸炎ビブリオ 58、腸管出

血性大腸菌 59）、ノロウイルス、フグ毒、貝毒による食中毒発生防止の対策を重

点的に実施します。                     （生活衛生課） 
●食品の流通量が多い時期には監視指導及び検査を強化し、食中毒予防対策を重点

的に実施するとともに、食品衛生監視員の育成に努めます。  （生活衛生課） 
●食中毒事件発生時には、施設の衛生指導とあわせ報道機関に情報提供することで

飲食に起因する衛生上の危害の再発・拡大防止を図ります。  （生活衛生課） 
●食中毒発生防止のため、食中毒が発生しやすい気象条件が成立し、食中毒の多発

が予想される場合に食中毒注意報 60を発令します。       （生活衛生課） 
 

58 腸炎ビブリオ：72 ページ参照 59 腸管出血性大腸菌：72 ページ参照 
60 食中毒注意報：69 ページ参照 
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数値目標  

目標年度 
数値目標設定項目 

現状 
(H21 年度
実績値) H23 H24 H25 H26 H27 

防疫会議の実施地区 ６地区 ６地区／年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高病原性鳥インフルエンザ机上演習 

○主な細菌・ウイルス 

カンピロバクター 黄色ブドウ球菌

写
真
３
枚:

内
閣
府
食
品
安
全
委
員
会

腸管出血性大腸菌O１５７ ノロウイルス

写真：愛媛県立衛生環境研究所

高病原性鳥インフルエンザ防疫演習 
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Ⅱ 食に関する理解促進と安心の提供 

第４節 県産食品の推奨  

① 地産地消 14の推進 

 現状と課題  

農林産物については、学校給食における県産品使用率や直売所の販売額は年々増加

傾向にあります。今後は、直売所における安全・安心対策に加えて、病院や福祉施設

などに対する地産地消の推進が課題となっています。また、水産物については、地域

における連携体制づくりを支援し、県内産利用の定着化を図っているところです。今

後は、魚食普及活動を通じた地域水産物の拡大を図るとともに、学校給食を含めた需

給体制の確立が課題となっています。 

 施策の内容  

〔農林水産物の地産地消推進〕 
●地域農林水産物の魅力を再発見し、その活用を図るために、学校給食など地域内

で消費する需給体制を強化するとともに、魚食講習会や魚の調理実習の実施など

により魚食の普及を行います。（農政課、水産振興課） 
●消費者と生産者の交流会等を開催することで、 
「地産地消」に対する共通理解を深めます。 

（農政課、水産振興課） 
●飲食店やホテル、病院、福祉施設等の実需者に 
対して、旬の農林水産物や一次加工品を紹介す 
るマッチング 61フェアなどの働きかけを行うこ 
とで、県内向け地場産物の流通量を増やします。 

（農政課、水産振興課） 
●一般消費者が県産食材を安心して楽しむことが出来る「ながさき地産地消こだわ

りの店 62」の認定を進めます。（農政課） 
●６月と１１月の県産品愛用月間における１週間を県産品愛用強調週間 63 とし、地

産地消の普及啓発を重点的に行います。（農政課、水産振興課、物産流通推進本部） 
●安全・安心な農産物供給のため、直売所における研修会等で農薬の安全使用、生

産履歴記帳に関する取組についての支援を行います。        （農政課） 
 

14 地産地消：72 ページ参照 
61 マッチング：76 ページ参照 
62 ながさき地産地消こだわりの店：74 ページ参照 
63 県産品愛用強調週間：66 ページ参照 

 

地産池消こだわりの店認定プレート 
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〔学校給食への地産地消推進〕 

●県産農林水産物を学校給食に利用促進するため、関係団体等が連携して学校給食

メニューの開発や供給体制の整備を行います。     （農政課、水産振興課） 

●学校給食に地場産物を活用することにより、新鮮で安全な食材を確保するととも

に、児童生徒の郷土理解のため、「学校給食における地場産物使用推進週間 64」

を設定し、県内一斉に取り組みます。             （体育保健課） 

数値目標  

    

目標年度 
数値目標設定項目 

現状 
(H21 年度 
実績値) H23 H24 H25 H26 H27 

学校給食における県産物使用

割合（重量比） 
６７％ ６７％／年 

直売所、グリーン・ツーリズム 65

の売上額（億円） 
７６ ８３ ８７ ９１ ９５ １００ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

64 学校給食における地場産物使用推進週間：64 ページ参照 
65 グリーン・ツーリズム：65 ページ参照 

 

魚食講習会 

水産教室（魚のさばき方実習） 

郷土料理を囲んで団らんする体験民宿 

地産地消ロゴマーク 
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② 県産食品の推奨 

 現状と課題  

平成１６年度からブランドながさき総合プロデュース事業を実施し、百貨店等への

戦略商品 66 の販路開拓や流通業界とのネットワークの構築を図ってきました。今後

は、戦略商品以外の商品のブランド化や生産者団体、市町との連携強化が課題となっ

ています。 

 施策の内容  

〔「食材の宝庫ながさき」ブランドの確立〕 

●県、市町、団体等をメンバーとする長崎県産品ブランド化・流通戦略本部（仮称）

を設置し、「市場開拓戦略」の策定を行い、官・民一体となったブランド化対策

を実施します。また、これまでの戦略商品だけではなく、対象品目を加工品等に

も広げ、長崎県産品のブランド化やＰＲを推進します。  （物産流通推進本部） 
 

数値目標  

目標年度 
数値目標設定項目 

現状 
(H21 年度
実績値) H23 H24 H25 H26 H27 

首都圏及び関西圏におけ

る認知度が５０％を超える

品目数（品目） 

３  ４ ４ ５ ５ ５ 

「長崎フェア」を年間複数回

実施する店舗数（店） 
３ ５ ６ ７ ７ ７ 

市・町参加による「長崎フェ

ア」開催数（回） 
２ ６ ８ １０ １０ １０ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

66 戦略商品：71 ページ参照  

長崎フェア 
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第５節 関係者間の連携・協働の推進  

① 技術的支援 

 現状と課題  

県では、食品衛生法に基づく総合衛生管理製造過程 67 を取得しようとする事業者

や、「長崎ＨＡＣＣＰ」の導入を図る事業者に対して、食品衛生監視員による技術的

助言を行っています。また、県の試験研究機関においては、食品の品質や安全性に関

する技術相談等を行っています。 
技術支援を行うにあたり、専門性が高い知識や技術が必要であることから、指導者

育成や食品衛生監視員の更なる技術向上が必要です。 
 

 施策の内容  

〔技術的支援〕 

●各種研修会への派遣等を通じて、総合衛生管理製造承認施設や対ＥＵ・対米輸出

水産食品製造施設 68の監視指導を実施する指名食品衛生監視員等の専門性の高

い指導者の育成と食品衛生監視員の技術の向上を図ります。   （生活衛生課） 

●試験研究機関の開放や技術相談を通して、技術的な指導を推進します。 
（科学技術振興課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

67 総合衛生管理製造過程：71 ページ参照 
68 対ＥＵ・対米輸出水産食品製造施設：72 ページ参照 
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② 地域で活動する組織や団体との連携強化 

 現状と課題  

食品衛生協会 69と連携し食品関連事業者に対する啓発活動等を行ったり、食生活改

善推進員 70への研修会等を通じて、正しい食生活の普及や健康づくりを推進したり、

生活学校や婦人会が取り組む食育活動等への支援を行っています。さらに、薬剤師会

等と連携していわゆる健康食品に関する相談応需に努めています。 
今後は、地域で活動する組織や団体等との連携を一層強化しながら、ＮＰＯ71 団体

等との協働など新たな事業をどれだけ展開していけるかが課題となっています。 

 施策の内容  

〔食育活動団体や市町との連携〕 
●保健所別食生活改善推進員リーダー研修会を開催します。 （国保・健康増進課） 
●各市町で実施する学習会等への保健所栄養士の参加を推進します。 

 （国保・健康増進課） 
●新生活運動の実践団体である県内の生活学校 72へ、安全・安心な食材を使った料

理講習会、食育指導など、日々の暮らしに密着した具体的な活動を呼びかけると

ともに、地域で活動中の団体に対して生活学校運動への参加を呼びかけます。 
                          （食品安全・消費生活課） 

 

〔食品衛生協会との連携〕 
●食品衛生月間 73（８月）での食中毒啓発活動（食中毒パレード等）及び営業許可

施設への巡回指導等、食品衛生協会の協力を得ながら食品衛生思想の普及啓発に

努めます。                         （生活衛生課） 

●食品衛生協会と連携し、「営業の管理運営基準 74 に基づく製品の衛生検査要領」

に基づき、食品関係営業者自らが行う自主検査の徹底を図ります。（生活衛生課） 

 

〔薬剤師会との連携〕 
●県民が気軽にいわゆる健康食品（無承認 
無許可医薬品）に関する相談ができるよ 
う、薬剤師会と連携して薬局における相 
談応需 75に努めます。 （薬務行政室） 

 

 

 

69 食品衛生協会：69 ページ参照 70 食生活改善推進員：68 ページ参照 
71 NPO：63 ページ参照 72 生活学校：71 ページ参照 
73 食品衛生月間：73 ページ参照 74 管理運営基準：65 ページ参照 
75 薬局における相談応需：77 ページ参照 

 

県民からの相談に応じる薬剤師 
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③ 国等との連携 

 現状と課題  

輸入食品の増加など、食品流通の広域化に伴い、食品の安全性や信頼性に関する問

題も大規模化、広域化する事例が多くなっています。こうした問題については、県単

独での対応が困難な場合もあることから、国や他自治体等との連携が一層重要となっ

ています。 
 

 施策の内容  

〔国との連携〕 
●食品安全委員会 76や消費者庁をはじめ関係省庁（本省及びその地方機関）との連携を

強化し、情報交換を密にするとともに、施策の実施に当たって相互協力に努めるほか、

食の安全・安心対策に関する要望・提案等を行います。（食品安全・消費生活課） 
●複数の法令で規制される食品表示について、個別具体の事案に対しては、国や関

係機関と密接に連携し、「長崎県食品表示監視協議会 77」を核として機動的かつ

総合的に対処します。               （食品安全・消費生活課） 
●大規模食中毒の発生など広域に発生する健康被害に対して、国及び関係する他自

治体等との連携を図り、迅速かつ的確に対応します。     （生活衛生課） 
 
〔他の都道府県、県内市町等との連携〕 
●他の都道府県や県内の市町とも積極的に連携を図りながら、情報の共有化や迅速な

危機管理、県民への広報、監視・指導などに取り組みます。（食品安全・消費生活課） 

●都道府県及び政令市等で構成する「全国食品安全自治ネットワーク 78」を通じて、

他自治体との連携を図ります。 

（食品安全・消費生活課） 

●「九州・山口地域食の安全 

安心連携会議 79」で整備した 

「九州・山口地域食の安全 

安心行政ネットワーク 80」に 

より、危機発生時に迅速か 

つ的確に対応します。 

（食品安全・消費生活課） 
 

 

76 食品安全委員会：69 ページ参照 
77 長崎県食品監視協議会：74 ページ参照 
78 全国食品安全自治ネットワーク：71 ページ参照 
79 九州・山口地域食の安全安心連絡会議：65 ページ参照  
80 九州・山口地域食の安心行政ネットワーク：65 ページ参照 

 

全国食品安全自治ネットワークホームページ 
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第６節 消費者に対する安全・安心への理解促進  

① 正確な情報の公開 

 現状と課題  

「e－農林水産ながさき」や「ながさきの地産地消」などのホームページにおいて、

農林水産物の食の安全・安心に関する情報提供を行ったり、平成「長崎俵物」81 に関

する生産履歴システムの普及推進を行っています。また、食中毒情報や食品衛生監視

指導状況、県の全般的な施策についても、広報誌やホームページを通じて情報提供を

行っています。 
今後も、受け手側にわかりやすいホームページのコンテンツづくりや様々な広報媒

体による正確で迅速な情報発信を引き続き行っていくことが必要です。 

 施策の内容  

〔農林水産物に関する情報提供〕 

●本県農林水産物の旬の情報や安全・安心を消費者にアピールするため、ホームペ

ージを通じて平成「長崎俵物」の紹介や直売所、地産地消こだわりの店、郷土料

理レシピ等の地産地消情報のほか、グリーン・ツーリズムや本県農林水産業に関

する情報を積極的に提供し一層の消費拡大を図るとともに、生産及び消費に係る

情報を正確に消費者に伝える体制の構築を図ります。  （農政課、水産振興課） 
●環境と調和した持続的な農業の展開として、エコファーマー82の育成や特別栽培

農産物 83・有機農産物 84の生産拡大について取り組んでおり、これらの取組によ

り生産された農産物の消費者段階での正しい理解と認知度を高めるため、県の広

報誌、県政出前講座 85、県のホームページ等を通じて情報提供を行うとともに、

各市町広報誌への掲載についても働きかけていきます。     （農業経営課） 
 

〔食品衛生に関する情報提供〕 
●生活衛生課や食肉衛生検査所のホームページをより充実化し、食品衛生や食肉衛

生検査に関する信頼できる情報を正確かつ迅速に提供します。 （生活衛生課） 
 

〔食品の安全・安心に関する情報提供〕 
●「食品の安全・安心と食育のホームページ」を充実させ、より多くの人に国や県

の食品安全・安心に関する情報を正確にわかりやすく提供します。 
                         （食品安全・消費生活課） 

 
81 平成「長崎俵者」：75 ページ参照 
82 エコファーマー：63 ページ参照 
83 特別栽培農産物：73 ページ参照 84 有機農産物：77 ページ参照 
85 県政出前講座：66 ページ参照 
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●県内各市町に食品の安全・安心に関する情報を提供し、各市町の広報誌への特集

記事等の掲載を推進します。            （食品安全・消費生活課） 
●いわゆる健康食品（無承認無許可医薬品）に関する正しい知識の普及啓発のため、

講演会の開催やホームページ等を活用して情報を発信します。 （薬務行政室） 

数値目標  

  

目標年度 
数値目標設定項目 

現状 
(H21 年度 
実績値) H23 H24 H25 H26 H27 

「食品の安全・安心と食育の

ホームページ」アクセス件数 
１１，４９２件 １２，０００件／年 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

食品の安全・安心と食育のホームページ 

平成「長崎俵物」 

長崎県の食肉衛生検査所ホームページ（お肉のほっと！ページ） 
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② リスクコミュニケーションの充実 

 現状と課題  

食品の安全・安心に関する情報の共有化、相互理解の促進を図るため、関係者間によ

るリスクコミュニケーション（意見交換会）を県内各地で開催しています。関係者間の

知識や意識の違いにより食品の安全性に関する認識が異なることや、開催回数や参加人

数が限られていることから、より多くの方に参加いただくための開催手法や仕組み作り

のほか、食品リスクについて正しく伝えることができる人材の育成が必要です。 

 施策の内容  

〔リスクコミュニケーション（意見交換会）の開催〕 
●地域における様々な県民のニー

ズに対応するため、各地域にお

ける食の安全・安心に関する課

題をテーマにした意見交換会を

開催します。 
（食品安全・消費生活課） 

●より多くの県民にリスクコミュ

ニケーションに参加してもらう

ため、県民の関心の高いテーマ

を取り上げたフォーラム型の意

見交換会を開催します。 
（食品安全・消費生活課） 

 
〔各種講座を通じたリスクコミュニケーションの推進〕 
●県内各地で実施されている各種講座等に、「食品の安全・安心」に関するテーマが取

り入れられるよう、関係者への働きかけを推進します。 （食品安全・消費生活課） 
●「県政出前講座」の活用により、食の安全・安心確保にかかる施策を幅広く県民

に伝えていきます。                （食品安全・消費生活課） 

 
〔新たなリスクコミュニケーション手法の展開〕 
●消費者が直接、食品の生産・製造・加工・流通現場などを訪問し、見学や事業者

との意見交換ができるシステムを構築します。    （食品安全・消費生活課） 
●意見交換会への参加者が、食品の安全・安心に対する意識をより一層深めてもら

うため、円滑に意見交換会を進めることができる人材の育成に努めます。 
（食品安全・消費生活課） 

●小中学生に対して、食品の安全・安心に関する消費者教育を行う場を提供してい

きます。                    （食品安全・消費生活課） 
 

フォーラム型意見交換会 
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数値目標  

目標年度 
数値目標設定項目 

現状 
(H21 年度
実績値) H23 H24 H25 H26 H27 

各地域における意見交換会の

開催回数 
７回 ７回／年 

フォーラム型意見交換会の開催

回数 
２回 ２回／年 

現場公開システム登録事業者数 － ２０ ３０ ４０ ５０ ６０ 

ジュニア食品安全教室の開催

回数 
－ ２回／年 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小学生の親子を対象とした意見交換会 ジュニア食品安全ゼミナール 
（内閣府食品安全委員会主催） 

食の生産・流通現場公開システム

長崎県

○県庁ホームページ
等で登録施設の情

報を提供

消費者

各現場
～生産、製造、加工、流通、販売～

食に関心のある消費者

生産

加工 流通

製造 販売

⑤直接連絡して、見学へ

⑥現場の状況等を説明

④照会・検索

①登録申請

②登録

⑦施設見学、意見交換による
相互理解の促進

③情報発信
（提供）
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急性毒性試験
慢性毒性試験
発がん性試験
遺伝子毒性試験
催奇形性試験 など

無毒性量に100分の１をかける

動物を用いた毒性試験

無毒性量を決める

ＡＤＩを決める

ＡＤＩを超えないように
使用基準や残留基準をきめる

リスク評価の方法（農薬などの例）

リスク管理

健
康
へ
の
影
響

摂取量

化学物質の量と体への影響

大
・
小

実際に摂る量
食事などを通じて実際
に摂る量はＡＤＩより
ずっと少ない

基準値
ＡＤＩ未満になるよ
うに決める量

ＡＤＩ（一日摂取許容量）
人がある物質を一生にわたって
毎日摂取し続けても、健康に悪
影響が出ない量

無毒性量
多くの動物試験の結果、
毎日摂取してもまったく影
響が出なかった量

人と動物、個人の差などを考慮して

無毒性量の１００分の１

０．０１

１

中毒

死亡

薬

｢量｣について考える。

人の健康に悪影響を及ぼす「食品の状態」や「食品中の物質」を、食品の安全における「ハザード（危
害要因）」といい、ハザードを食べた時、「人の健康に悪い影響が出る可能性とその度合い」のことを
「リスク」といいます。

たとえば、食塩は、人が生きるために大切な食品ですが、摂りすぎると体をこわす原因となることから、
ハザードになります。しかし、適量を摂っていればリスクはほとんどありません。リスクは、ハザードの毒
性が弱くても、摂る量が多ければ大きくなり、逆に毒性が強くても、摂る量が少なければ小さくなります。
リスクはハザードの毒性の強さと摂る量によって、大きくなったり小さくなったりします。

リスクとは？

どのくらいの量なら体に影響を与えないのか、その量は化学物質ごとに異なります。それぞれに｢健
康に影響を及ぼさない量｣、つまり｢許容量｣があります。

ある化学物質を、人が一生に渡って毎日摂取し続けても、健康上の問題が生じないとされる量を「Ａ
ＤＩ（一日摂取許容量）」といいます。ＡＤＩは、Ａｃｃｅｐｔａｂｌｅ Ｄａｉｌｙ Ｉｎｔａｋｅの頭文字を取った言葉で

す。ＡＤＩは一日あたり・体重１ｋｇあたりの量（ｍｇ／ｋｇ体重／日）で表します。

食の安全に「絶対」はない、と考える

それがリスク分析の基本です

○食品の安全を守る仕組み

内閣府

食品安全委員会

食べても安全かどうか
科学的に調べて決める

例）農薬の安全性評価
一日摂取許容量（ＡＤＩ）の設定など

リスク評価

消費者庁、
厚生労働省、

農林水産省など

食べても安全なように
ルールを決めて監視する

例）農薬の残留基準の設定
野菜の残留基準など

リスク管理

リスクについて消費者、食品関連事業者、行政などの関
係者相互間で情報及び意見を交換する

リスクコミュニケーション

《リスク分析の考え方》

どんな食品にもリスクがある（ゼロリス
クはない）という前提で、科学的に評価
し、妥当な管理をし、意見交換して、食
品の安全性を確保する一連のプロセス
（手法）のこと。

リスク評価、リスク管理、リスクコミュニ
ケーションの３つの要素からなります。

これらが相互に作用し合うことによっ
て、よりよい効果が得られます。

現在、リスク分析は国際的にも導入さ
れており、日本でも、平成１５年７月に
施行された食品安全基本法をはじめと
する食品安全行政の基本的な考え方と
なっています。
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③ 食の安全・安心につながる食育の推進 

 現状と課題  

近年、不規則な食事や栄養の偏り、食事マナーやしつけをする機会が減少していま

す。県では、平成１８年度に「長崎県食育推進計画 86」を策定し、食育の推進を県民

運動として展開してきました。この間、県内市町に食育推進計画が策定され、平成２

２年度に全市町策定の運びとなりました。また、小中学校で栄養教諭 87による食育教

育がなされ、朝食欠食率が低下しました。しかしながら、２０歳以上の欠食率は高く、

成人期以降の生活習慣病対策等の課題が見られる状況があり、成人期以降の食育が求

められています。また、地域の食育推進の為、各市町食育推進計画が円滑に実施され

るよう連携を図る必要があります。 

 

 施策の内容  

〔食育推進計画に基づく連携・協働体制の確立〕 
●「長崎県食育推進計画」に基づき、庁内関係各課、市町及び食育団体と連携し、

ライフステージに応じた生涯にわたる食育の推進を行います。また、食育に関す

る様々な情報発信に努めます。           （食品安全・消費生活課） 
●市町食育推進計画が円滑に実施されるよう支援します。（食品安全・消費生活課） 

 
〔学校等における食育推進〕 

●食の安全・安心に関する学習について、学習指導要領を踏まえて各教科等での指

導の充実が図られるよう、各種研修会等を通じて関係者の理解促進に努めます。 
（義務教育課） 

●研修会や県学校給食研究協議大会等で関係者に対して、学校給食における安全・衛生

指導の重要性についての啓発と、優良事例の紹介等を行います。  （体育保健課） 

 

〔地域における食育推進〕 

● 健康づくり指導者 88の研修を行います。 
         （国保・健康増進課） 

● 長崎県健康づくり応援の店 89の登録を促進します。 
           （国保・健康増進課） 

 
 

 

 

86 長崎県食育推進計画：73 ページ参照 
87 栄養教諭：63 ページ参照 
88 健康づくり指導者：66 ページ参照 
89 長崎県健康づくり応援の店：73 ページ参照 

 

健康づくり応援の店 
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数値目標  

目標年度 
数値目標設定項目 

現状 
(H21 年度
実績値) H23 H24 H25 H26 H27 

「びわ太郎食育通信」の発行

回数 
４回 ４回以上／年 

県学校給食研究協議大会の

参加人数 
－ ４００人／年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

びわ太郎食育通信 
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 長崎県総合計画での位置付け 

長崎県における県政運営の指針や考え方を県民の皆様へ分かりやすく示した「長崎

県総合計画」では、基本理念に掲げる「人が輝く長崎県」「産業が輝く長崎県」「地域

が輝く長崎県」の実現に向けて、各分野の取組の大きな方向性を示すものとして、  

１０の政策が柱として掲げられ、それを構成する４６の施策が記載されています。 

この中で、「食の安全・安心の確保」については、政策２「一人ひとりをきめ細か

く支える」の４つの施策の１つとして位置づけられ、「めざす姿」として、「本県の食

が安全・安心できると感じる人が増加する。」ということが記載されています。 
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長崎県長崎県
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長崎県

地域が輝く地域が輝く

長崎県長崎県
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長
崎
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10.地域づくりを支えるネットワークをつくる10.10.地域づくりを支えるネットワークをつくる地域づくりを支えるネットワークをつくる

7.アジアと世界の活力を呼び込む7.7.アジアと世界の活力を呼び込むアジアと世界の活力を呼び込む

3.人を育てる、人を活かす3.3.人を育てる、人を活かす人を育てる、人を活かす

2.一人ひとりをきめ細かく支える2.2.一人ひとりをきめ細かく支える一人ひとりをきめ細かく支える

8.「地域発の地域づくり」を進める8.8.「地域発の地域づくり」を進める「地域発の地域づくり」を進める

9.安全・安心で快適な地域をつくる9.9.安全・安心で快適な地域をつくる安全・安心で快適な地域をつくる

1.未来を託す子どもたちを育む1..未来を託す子どもたちを育む未来を託す子どもたちを育む

5.次代を担う産業と働く場を生み育てる5.5.次代を担う産業と働く場を生み育てる次代を担う産業と働く場を生み育てる

6.地域の魅力を磨き上げ人を呼び集める6.6.地域の魅力を磨き上げ人を呼び集める地域の魅力を磨き上げ人を呼び集める

4.力強く豊かな農林水産業を育てる4.4.力強く豊かな農林水産業を育てる力強く豊かな農林水産業を育てる

『『し
ま
は
日
本
の
宝

し
ま
は
日
本
の
宝
』』
戦
略
～
し
ま
の
多
様
性
を
活
か
す
～

戦
略
～
し
ま
の
多
様
性
を
活
か
す
～

ア
ジ
ア
・国
際
戦
略
～
海
外
と
の
友
好
関
係
と
地
の
利
を
活
か
す
～

ア
ジ
ア
・国
際
戦
略
～
海
外
と
の
友
好
関
係
と
地
の
利
を
活
か
す
～

ナ
ガ
サ
キ
・グ
リ
ー
ン
ニ
ュ
ー
デ
ィ
ー
ル
～
自
然
と
産
業
の
潜
在
力
を
活
か
す
～

ナ
ガ
サ
キ
・グ
リ
ー
ン
ニ
ュ
ー
デ
ィ
ー
ル
～
自
然
と
産
業
の
潜
在
力
を
活
か
す
～

基本理念基本理念 政策政策 政策横断プロジェクト政策横断プロジェクト

長崎県総合計画の体系 

本県の食が安全・安心である

と思う人の割合 
69.0％ 

（H22 年度） 
70.0％以上 

（H27 年度） 

食食のの安安全全・・安安心心のの確確保保  

消費者、食品関連事業者（生産者、製造・加工業者、流通・販売業者等）、行政

が連携して生産から消費まであらゆる段階における食品の安全・安心の確保に取り組むととも

に、安全・安心で信頼できる本県の農林水産物づくりを進めます。 

  

  めめざざすす姿姿  

取取組組のの概概要要  

本県の食が安全・安心であると感じる人が増加する。 

 

  数数値値目目標標  


